
●
民
間
保
育
所
（
袋
井
駅
南
）
建
設
費
補
助
事
業
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万
円

●
子
ど
も
医
療
費
助
成
事
業
 
…
…
1
7
5
7
万
円

　

平
成
30
年
10
月
診
療
分
か
ら
「
子
ど
も
医
療
費

助
成
制
度
」
の
対
象
年
齢
を
引
き
上
げ
、
高
校
生

年
代
の
18
歳
ま
で
拡
充

条
例
（
主
な
も
の
）

●
袋
井
市
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び

運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
改
正

に
つ
い
て

　

国
の
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及

び
運
営
に
関
す
る
基
準
」
が
平
成
30
年
4
月
1
日

か
ら
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
放
課
後
児
童
支

援
員
の
資
格
要
件
を
拡
大
す
る
た
め
、
条
例
を
一

部
改
正
す
る
も
の
で
す
。

人
事
（
敬
称
略
）

●
人
権
擁
護
委
員

　

市
内
に
11
人
い
る
人
権
擁
護
委
員
の
う
ち
、
平

成
30
年
9
月
30
日
を
も
っ
て
任
期
満
了
と
な
る
委

員
に
つ
い
て
、
市
長
が
推
薦
す
る
次
期
の
候
補
者

に
つ
い
て
意
見
を
求
め
ら
れ
、
原
案
の
と
お
り
同

意
し
ま
し
た
。

　

任
期
は
、
平
成
30
年
10
月
1
日
か
ら
3
年
間
で

す
。

 

・
白
畑 

逸
朗
（
新
屋
）
新
任

専
決
処
分
の
承
認 

●
袋
井
市
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

●
袋
井
市
都
市
計
画
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

●
袋
井
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

●
袋
井
市
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人

員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条

例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

意
見
書
（
要
旨
）

●
特
別
支
援
教
育
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
更
な
る
財

政
措
置
を
求
め
る
意
見
書

　

特
別
支
援
学
級
の
編
制
基
準
は
1
学
級
8
名
と

な
っ
て
い
る
が
、
担
任
1
人
で
8
人
の
子
ど
も
た

ち
に
対
応
す
る
の
は
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
よ
っ

て
、
特
別
に
配
慮
が
必
要
な
児
童
生
徒
、
保
護
者

一
人
ひ
と
り
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
、
国
及

び
静
岡
県
に
お
い
て
は
次
の
事
項
に
対
す
る
措
置

を
講
じ
ら
れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

◎
特
別
支
援
学
級
に
在
籍
す
る
児
童
生
徒
の
増
加

に
鑑
み
、
抜
本
的
対
策
を
検
討
す
る
こ
と
。

（
1
）特
別
支
援
学
級
の
学
級
編
制
基
準
を
見
直

す
こ
と
。

（
２
）小
学
校
で
は
低
学
年
と
高
学
年
で
、
中
学
校

で
は
学
年
ご
と
の
学
級
編
制
を
す
る
こ
と
。

◎
幼
稚
園
、
小
・
中
学
校
等
に
お
け
る
特
別
支
援
教

育
を
充
実
す
る
た
め
、
特
別
支
援
教
育
支
援
員
配

置
に
係
る
地
方
財
政
措
置
を
拡
充
す
る
こ
と
。

衆
議
院
議
長
、
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

財
務
大
臣
、
文
部
科
学
大
臣
、
静
岡
県
知
事
、

静
岡
県
教
育
委
員
会
教
育
長
あ
て

●
最
低
賃
金
の
改
善
と
中
小
企
業
支
援
策
の
拡
充
を

求
め
る
意
見
書

　

中
小
企
業
へ
の
支
援
策
を
拡
充
し
な
が
ら
最
低

賃
金
を
引
き
上
げ
、
生
活
で
き
る
水
準
の
最
低
賃

金
を
確
立
し
、
そ
れ
を
基
軸
と
し
て
生
活
保
護
基

準
、
年
金
、
農
家
の
自
家
労
賃
、
下
請
単
価
、
家

内
工
賃
、
税
金
の
課
税
最
低
限
度
等
を
整
備
す
れ

ば
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
、
不
況
に
強
い
社
会

を
構
築
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

よ
っ
て
国
に
お
い
て
は
次
の
事
項
に
つ
い
て
強

く
要
望
す
る
。

◎
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
な
く
す
た
め
に
最
低
賃
金

の
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
。

◎
地
域
間
格
差
を
縮
小
さ
せ
る
た
め
の
施
策
を
進

め
る
こ
と
。

◎
中
小
企
業
へ
の
支
援
策
を
拡
充
す
る
と
と
も

に
、
中
小
企
業
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の
直
接

支
援
と
し
て
中
小
企
業
と
そ
こ
で
働
く
労
働
者

の
社
会
保
険
料
負
担
や
税
の
減
免
制
度
を
実
現

す
る
こ
と
。

◎
雇
用
の
創
出
と
安
定
に
資
す
る
政
策
を
実
施
す

る
こ
と
。

衆
議
院
議
長
、
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

厚
生
労
働
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
あ
て
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